
人口減少社会の問題解決のための統計とＧＩＳの活用

公益財団法人統計情報研究開発センター小西純

１．はじめに

Ｌ１何故地方統計で考えるのか

2015年１月､人口減少社会における地方統計とGIS1の意義と役割を考えることを目的として、

統計活用シンポジウム「人口減少社会における政策形成と統計。GIS一政策と行政。統計情報。

GISの新たな関係一」が立教大学で開催された。本章はこのシンポジウムでの筆者の報告内容を

加筆。修正し、まとめたものである。

シンポジウムでの報告では､２００４年から筆者が地方公共団体で開催される統計実務者向けの研

修会等において統計データとＧＩＳの利用に関する講義をしてきた経験から明らかになったこと

を中心に、所属する公益財・団法人統計情報研究開発センターで開催された自主研究会等において

得た成果を加えて、人口減少社会における統計データ及びＧＩＳの利用について説明した。

研修会で講義を始めた１０年程前は、統計データ、ＧＩＳとも一般的に馴染みがなく、その意義

を理解していただくことが容易でなかったこともあり、研修内容への関心を高めるために当該地

域について高齢化などの地域の状況を統計データとＧＩＳで把握した統計地図を作成してきた。こ

の過程で、「市区町村別の人口構造の多様化が進んでいる」こと、「人口や世帯などの地域の特徴

は、市区町村を構成する小地域においては各地域ごとに異なることが多く、市区町村全域と同様

の傾向を示すとは限らない」ことが明らかになった。

このように「地域」における人口や世帯の様相が多様であるならば、当該地域で働く、あるい

は居住する人が統計データとＧＩＳを利用して現状を把握することは大変有用である。さらに今後

の人口減少社会においては、市区町村内部の人口増減の状況を、「統計の集計単位」を細かくして

把握することの重要性は高まると考えられる。本章ではその有用'性について、できるだけ具体的

な説明を試みた。人口減少社会における統計データ及びＧＩＳの「利用のススメ」としてお読みい

ただければ幸いである。

本章の構成は以下の通りである。第２節では国勢調査データを用いて日本の人口と世帯の現状

を把握する。第３節では国勢調査の小地域統計について概要を説明し、第４節では小地域統計デ

ータとＧＩＳを利用した基礎的な地域分析など、分析事｡例を示す。第５節では、今後、地域の現状

を共有するための統計データ及びＧＩＳを利用した資料の作成が重要になると考えられるが､その

背景について述べる。第６節では分析や資料作成で求められる力について簡単に整理した。

なお、本章では統計データ及びＧＩＳを用いた基礎的な分析結果について説明している。他の情

報も使用した学術的な観点からの繊密な分析を行ったものではないので、人口減少に関する専門

的な知見については、各分野の論文等を参照されたい。

1.2地域区分について

本章で使用した地域区分は、表１－１の通りである。

１ＧＩＳ：GeographiclnfbrmationSystems（地理情報システム)。緯度経度座標などの位置情報を処理
できる情報システム。
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表１－１地域区分

大都市圏

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県東京闇

名古屋圏 岐阜県、愛知県、三重県

京都府、大阪府、兵庫県、奈良県大阪｜圏

その他の地域地方園

1.3「人口減少｣、「少子。高齢化」対統計データ、ＧＩＳ

「人口減少｣、「少子。高齢化」のいずれも、昨今よく耳にする言葉になったが、それらをどの

ように受け止めれば良いのか、困惑している人も多いのではないだろうか。この困惑の理由とし

て、「人口減少」という課題の重要性は理解しているものの、具体的に何をしたら最終的に良い結

果になるのかが明確でなく現実的な対応が容易ではないこと、また「日本の」人口減少という課

題が大きすぎて、身近な課題として捉えにくいことが挙げられる。

従来、人口動態の変化は、経済社会の発展に伴い、多産多死から少産少死に至る過程を示す。

この人口変動のパターンを「人口転換」という。この多産多死から少産少死への移行の際に、死

亡率低下が出生率低下に先行するタイムラグがある。すなわち、死亡率低下は、栄養の向上、重

労働の減少、医療。衛生水準の向上といった国民生活の改善に直接反応して起こるのに対し、出

生率の低下は、結婚や家族のあり方についての規範、価値観や社会制度の変化が条件として必要

であり、人々の意識が変わる必要があることから、死亡率低下よりも時間がかかるとされている

[']・死亡率の低下の先行に伴って、これまで経験したことのない人口増加がもたらされる。その

後、出生率と死亡率が再び均衡を取り戻し、人口が静止状態に落ち着くと人口転換が終了する。

ところが、日本の人口は戦後一貫して増加してきたが、２００８年にピークに達し、その後静薑止状

態に落ち着かず減少過程に入った。これは、日本の出生率が１９７４年以降「人口置換水準」を下

回りながら低下を続けてきたことによる。

なお、人口置換水準とは、ある死亡の水準の下で人口が長期的に増えも減りもせずに一定とな

る出生の水準であり、現在の死亡の水準を前提とした場合、合計特殊出生率の人口置換水準はお

よそ２．１である[2]・

人口減少を止めるための要件の－つとして出生率の上昇がある。しかし、出生率の上昇は個人

の人生の選択に関する課題であり、これまでとは異なる方向に人々の意識が変わる必要があるこ

とから、出生率が低下するのに時間がかかったのと同様に、人口置換水準まで上昇するには時間

がかかると考えるのが自然であろう。

現実的な対応として重要と考えられるのは、出生率が上昇するまでの間、現在の状況を客観的

に認識した上で、今ある豊かな環境（例えば、物質的経済的な豊かさ、治安の良さ、教育や医療

などの制度の充実、公共交通、情報。通信環境の整備など）をできる限り維持することではない

だろうか。人口減少社会においては働き手も少なくなるので、環境を現状維持することがこれま

でより難しくなると考えられるが、現在享受している豊かな環境を当たり前のものとして疎かに

して、悪化させないことが重要である。

そこで本章では、統計データやＧＩＳの利用により、「現在の状況を客観的に認識する」こと、

及び「人口減少を地域の課題として捉える」ことが可能になるということについて述べる。
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2.データから見る人口と世帯の現状

日本の人口と世帯の現状について、国勢調査のデータから把握できることのうち人口減少、高

齢化､世帯の単独化について、順次､全国､都道府県別に概観する。また、「今後急速に高齢化し、

それに伴い医療。介護や住まいの問題が深刻化するおそれが高い」［3]とされている東京圏につい

て、市区町村を集計単位とした傾向を確認する。

2.1人口減少

（１）全国の動向

戦後、一貫して増加し続けた日本の人口は減少局面に入り、２０１０年の人口は１億２８０６万人で

あった。国立社会保障。人口問題研究所の出生中位仮定、死亡中位仮定の将来人口推計結果によ

ると、２０１５年以降人口は減少し続け、５０年後の2060年には８６７４万人まで減少すると推計され

ている。

国勢調査が開始された１９２０年から、最新の国勢調査結果である２０１０年までの５年ごとの人

口増減率は、1940年～1945年の５年間を除いて正の値である。１９４５年～1950年は第１次ベピ

ーブームもあり、１５６％と高い増加率になったが、その後は出生率の低下に伴って増加率が縮小

し、１９５５年～1970年までの１５年間の５年ごとの人口増加率は５０％前後で推移していた。第２

次ベピーブームにより１９７０年～1975年には７，％と増加幅が拡大したものの、その後の人口増

加率は漸減しており、２００５年～2010年は０２％とほぼ横這いであった。２０１０年～2015年以降

の推計による人口増減率は負の値を示しており、２０５５年～2060年の人口増減率は－５７％となっ

ている（図２－１)。
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1）沖縄県は調査されなかったため、含まれていない（1945年、１９５０年の人口増減率は、沖純県を除いて計算した)。

（資料）1920年～2010年：「国勢調査」（総務省統計局)、２０１５年～2060年：「日本の将来推計人口（平成24年１

月推計)」（国立社会保障・人口問題研究所）

図２－１日本の人口の推移（1920年～2060年）

（２）都道府県別の傾向

平成２２年国勢調査による都道府県別の総人口は、東京都が１３１６万人と最も多く、次いで神奈

川県（905万人)、大阪府（887万人）が多い。最も人口が少ないのは鳥取県で、５９万人となっ

ており、次いで島根県（７２万人)、高知県（７６万人）となっている。最も人口の多い東京都は、

最も人口の少ない鳥取県のおよそ２２倍で､東京都の人口規模は鳥取県と比較して非常に大きい。
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１９８０年と２０１０年の都道府県別人口を比較すると、３０年間の人口増加は、東京圏の神奈川県

（212万人)、埼玉県（177万人)、東京都（154万人）及び千葉県（148万人)、並びに名古屋圏

の愛知県（119万人）が１００万人以上と大きい。３０年の間、人口が集積する地域と減少した地域

があり、東京圏の人口増加（692万人）は、名古屋圏（１４８万人)、大阪圏（114万人)、地方圏

（146万人）と比較して大きく、東京圏に人口が集積している（図２－２)。
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(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図２－２都道府県BU人口（1980年、２０１０年）

図２－３は、2005年～2010年の都道府県別の人口増減率の統計地図である。この統計地図を

見ると、東京圏の都道府県と愛知県、滋賀県、福岡県、沖縄県の人口が増加している。東京圏の

人口増加率は、埼玉県が199％、千葉県2.64％、東京都463％、神奈川県２９２％となっている。
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(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図２－３都道府県BU人口増減率（2005年～2010年）

２２高齢化

（１）全国の傾向

人口の高齢化は、社会保障財薑政の悪化や国民負担の上昇を通じて、経済にも影響する。日本の

高齢化の特徴としては、高齢化率の水準が高いこと、及び高齢化する人の増加のスピードが速い

ことの２点が挙げられる。
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高齢化の状況を把握する方法として、総人口に占める６５歳以上の人口の割合（以下、高齢化

率」という）がよく利用される。１９５０年～2010年の高齢化率の推移を諸外国の高齢化率と合わ

せて図２－４に示す。

日本の高齢化率は､1950年の４９％から一貫して増加しており、1985年には１０３％と１０％を、

2005年には２０２％と２０％を超え、２０１０年には、２３０％となっている。諸外国と比較して、ドイ

ツ（204％)、イタリア（204％）などより高く、世界で最も高い水準を示している。
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（資料）『平成２２年国勢調査人口等基本集計結果結果の概要』を参考にして作成（※）割合は分母から不詳を除いて算出

原資料はＵＮ,Wor1dPopulationProspects:The2010Revision，ただし、日本は「国勢調査」（総務省統計局）の結果による

図２－４高齢化率（65歳以上人口の割合）の推移（1950年～2010年）

国連では高齢化の水準を表す指標として、高齢化率が７％を超える国を高齢化社会、１４％を超

えると高齢社会と定め、高齢化のスピードを高齢化率が倍になるまでにかかる年数（倍化年数）

で評価している。フランスは高齢化率が７％になったのが最も早く、１４％になるのに126年を要

している。現在日本と同程度の水準であるドイツの倍化年数は４０年、イタリアの倍化年数は６１

年であるのに対し、日本は２４年であり、速いスピードで高齢化したことが分かる。

（２）都道府県別の傾向

図２－５は、都道府県別の６５歳以上の人口（以下、「老年人口」という）と高齢化率のグラフ

である。平成２２年国勢調査によると、高齢化率が最も高いのは秋田県で29.5％となっている。

次いで島根県の２８９％、高知県の２８５％であるが、これらの３県の老年人口は、それぞれ３２万

人、２１万人、２２万人である。一方の高齢化率が最も低いのは、沖縄県の17.3％、次いで東京都

の２０１％、神奈川県の２０１％となっている。高齢化率が低い都道府県の老年人口は、沖縄県が

２４万人、東京都は２６４万人、神奈川県は１８２万人であり、沖縄県は高齢化率が低く老年人口も

少ないが、東京都と神奈川県の老年人口は合わせて４４６万人と、高齢化率が高い上記３県の７５

万人のおよそ６倍となっている。大都市圏は高齢化率が低いものの老年人口は多く、地方圏では

高齢化率が高いが老年人口は少ない。
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(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図２－５都道府県BlI老年人口と高齢化率（2010年）

図２－６は、全国の老年人口に占める都道府県別老年人口の構成比（シェア）について、１９８０

年と２０１０年を比較したものである｡構成比の差が最も大きいのは､神奈川県で＋２，６ポイント、

次いで埼玉県（＋１８７ポイント)、千葉県（＋141ポイント)、大阪府（＋０９５ポイント)、愛知

県（＋076ポイント)、東京都（＋０６３ポイント）となっている。３０年間で東京圏及び大阪府、

愛知県に老年人口が集積したことが分かる。

なお、平成２２年の東京圏の老年人口は７２５万人で、全国の老年人口２９２５万人の２４８％が東

京圏に集積している。
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(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図２－６都道府県別老年人口のシェア（1980年、２０１０年）

2.3世帯の単独化

（１）全国の傾向

図２－７は、１９７０年～2010年の世帯人員別の世帯数と１世帯当たり人員をグラフにしたもの

である。1世帯当たり人員は、一般世帯人員総数を一般-世帯数で割った値であり、世帯の規模を

表す。１世帯当たり人員は１９７０年の３４１人から２０１０年の２４２人と減少し、４０年かけて世帯

の規模は世帯当たり約100人減少した。これに応じて、一般-世帯数は増加し続けている。世帯人

員別の一般世帯数を見ると、全国では１９９０年から一人世帯が最も多くなっている。
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図２－７世帯人員別一般世帯数と１１世帯当たり人員の推移(1970年～2010年）

（２）都道府県別の傾向

２０１０年の都道府県別の１世帯当たり人員を見ると、東京都が最も少なく２０３人、次いで北海

道（２２１人)、鹿児島県（２２７人）大阪府（２２８人）となっている。最も多いのは、山形県の２．９４

人、次いで福井県（２８６人)、佐賀県（２８０人）となり、最大値と最小値の差は０９１人である。

１９８０年と２０１０年の３０年間の都道府県別１世帯当たり人員の減少を見ると、最小は鹿児島県

の061人、最大は沖縄県の105人である。地域によって減少の程度はあるが、全国のすべての

都道府県において１世帯当たり人員は縮小した（図２－８)。
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(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図２－８都道府県Ｈ１｣１世帯当たり人員（1980年、２０１０年）

2.4東京圏における市区町村別の傾向

これまで示したグラフ等から、東京圏は人口が集積し、高齢化率は他の地域よりも低いものの

老年人口は非常に多く、世帯の規模（１世帯当たり人員）は、他の地域よりもやや小さいことを

確認した。続いて、東京圏における人口密度、老年人口密度、高齢化率、１－世帯当たり人員につ

いて、市区町村を集計単位とした空間分布を確認する。

なお、ここでは東京圏の市区町村のうち、東京都の島l興部（大島町、利島村、新島村、神津島

村、三宅村、御蔵島村、八丈町、青ヶ島村、小笠原村）を除いた市区町村について分析する。
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（１）人口密度

図２－９は東京圏における市区町村別の人口密度の分布である。都心である千代田区や港区の

周辺の区である新宿区、文京区、台東区、墨田区、中野区、杉並区、豊島区、北区、荒川区、板

橋区、品川区、目黒区の人口密度が高く１６，０００人/km2以上となっている。その外側に人口密度

が12,000～16,000人/km2、8,000～12,000人/km2、４，０００～8,000人/km2の市区町村が分布し、

さらに外側に人口密度4,000人/km2未満の市区ⅢT村が分布している。概ね、都心部から郊外、山

間部、沿岸部に向かって人口密度が小さくなっている。

なお､都市計画法施行規則2では、既成市街地の人口密度の基準を１ｈａ当たり４０人と定めてい

る。この１ｈａ当たり４０人を１kｍ2当たりに換算すると、4,000人/km2となる。本章ではこの値

を基準として、人口密度の統計地図の階級の境界値を設定している。
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(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図２－９市区町1寸別人口密度（2010年）

（２）老年人口密度と高齢化率

東京圏に居住する725万人の老年人口がどの市区町村に多く分布しているかを把握するために、

「lkm2当たりの老年人口」（老年人口密度）の統計地図を作成した。東京圏の都道府県の高齢化

率はおよそ２０％前後であり、老年人口は人口総数の５分の１程度の規模なので、人口密度の境界

値の基準4,000人/ｋｍ２を５で割った８００人/ｋｍ２を境界値の基準とした。

図２￣１０を見ると、老年人口密度は人口密度とほぼ同様の分布傾向を示しており、都区部の

lkm2当たりの老年人口が多く、概ね都心部から郊外、山間部、沿岸部に向かって老年人口密度

が低くなっている。

千葉県松戸市、東京都清瀬市、神奈川県横浜市南区、港南区、旭区、瀬谷区、栄区、平塚市、

逗子市、二宮町は、人口密度と比較して分類される階級区分が－階級上で､老年人口密度が高い。

￣方の埼玉県さいたま市北区、浦和区、南区、緑区、千葉県市川市、浦安市、東京都千代田区、

中央区、品川区、府中市、神奈川県横浜市鶴見区、青葉区、川崎市中原区、高津区は、人口密度

と比較して分類される階級区分が－階級下で、老年人口密度が低い。

図２－１１は、市区町村別の老年人口を人口総数で割った高齢化率の空間分布である。都区部の

高齢化率は２００％未満の区が多く、東京圏の他の市区町村と比i陵して低い。山間部や沿岸部にお

いては、高齢化率が２５０％以上の市区町村が分布している。

2都市計画法施行規則（昭和四-'一四年八月二十五日建設省令第四十九号）第８条
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統計地図を見ることによって、都道府県別のグラフで確認したのと同様に「実数」と「割合」

の傾向を把握できる。すなわち、都心部では、高齢化率は低いが老年人口密度が高く、一方の郊

外や山間部、沿岸部では、高齢化率は高いものの老年人口密度は相対的に低い。グラフと較べて

統計地図は「多くの地域を一度に把握できる｣、「空間的な分布傾向を把握できる」という利点が

ある。

老年人口密度、高齢化率の違いについて簡単に説明すると、老年人口密度が高い地域は、老年

人口が密集して居住しており、高齢者施設、病院、住宅などの需要が高い地域といえる。これに

対し、高齢化率が高い地域は、老年人口密度が低いとしても相対的に少ない人口で老年人口を支

える必要があり、扶養の負担が重い地域であるといえる。
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(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図２－１０市区町村BU老年人口密度（2010年）

～『－ｍ『稲ゼ

～Ｉ２前ｒｌＴｉ
～『￣3DnＦ：５
～１－￣~面面ｒｌＴ
～｝431i￣i；

(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図２－１１市区町村月Ⅲ高齢化率（2010年）

（３）１世帯当たり人員

図２－１２、図２－１３は、２０００年、２０１０年における東京圏の市区町村別１世帯当たり人員の統

計地図である｡2000年の１世帯当たり人員の最小値は１８３人､最大値は４２２人であったが､2010

年は最小値１．６４人、最大値３．２３人となっており、最小値、最大値ともに小さくなっている。ま

た、最大値から最小値の差である「範囲」は、１０年間で２３９からＬ５９と小さくなっている。

図２－１２，図２－１３を見ると、郊外や山間部、沿岸部で大きく、都心で小さいという空間的な

分布傾向は変わりないが、市区町村別１世帯当たり人員の分布は１ｏ年間で低い方に移動してい

る。例えば、市区町村数が最も多い階級区分は、２０００年は２６０以上３．１０未満（114市区町村）

であったが、２０１０年は２．１０以上２６０未満（124市区町村）と低い方に移動している。
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図２－１２市区町村~別１世帯当たり人員（2000年）
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(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図２－１３市区町村一別１世帯当たり人員（2010年）

（４）高齢化率の推移

図２－１４は、１９８０年、２０１０年、２０４０年における東京圏の市区町村別高齢化率の統計地図で

ある。

１９８０（昭和５５）年の市区町村別高齢化率は、すべての市区町村が高齢化率２０％未満に納まっ

ている。高齢化率が比較的高い１０％以上２０％未満の市区町村は、山間部、沿岸部の９８市区町村

に止まっている。３０年後の２０１０（平成２２）年の高齢化率は１０％以上４５％未満となり、高齢化

率１０％未満の市区町村は存在しなくなった。また、高齢化率２０％以上２５％未満の市区町村数が

111と最も多い。さらに３０年経た２０４０年の推計による統計地図を見ると、ほとんどの市区町村

の高齢化率が３０％以上と高くなっている。

山間部、沿岸部の高齢化率が高く、都心部の高齢化率が低いという空間分布の傾向は、３時点

共通して概ね変わらないが、高齢化率は過去から将来に向けて高くなっていく。

表２－１は、１９８０年から２０４０年までの５年ごとの東京圏の市区町村別高齢化率について、階

級別市区町村数をまとめたものである。

１９８０年では、全市区町村が４階級に納まっていたが、その後階級数は増加し、２０３０年には最

大９階級となると推計されている。

１９８０年から６０年後の２０４０年には、７階級と階級数はやや少なくなるが、最も市区町村数が

多い階級は、高齢化率３５％以上４０％未満であり、その水準は高くなるとされている。年数の経

過とともに、高齢化が進み市区町村の人口構造が多様化していくことが分かる。
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図２－１４市区町村Ｈ１｣高齢化率の推移

表２－１高齢化率の階級別市区町村数の推移
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（資料）１９７０年～2010年：｜国勢調査」（総務省統計局)、２０１５年～2040年：「日本の地域別将来推計人口（平成２５（2013）年３月推

計)」（国立社会保障・人口問題研究所）（2015年以降の推計結果注：さいたま市、相模原市は政令市全体でｌ市と数えた｡）

3．国勢調査データの集計地域区分

3.1小地域統計とは

国勢調査の集計結果の地域区分のうち､全国を対薑象にしたものは､①行政地域による地域区分、

②行政地域を細分化した地域区分、③緯度経度で区.切られた地域区分、の３つに大きく分けるこ

１８７



とができる。①は全国、都道府県別（47都道府県、平成２２年１０月１日現在)、市区町村別（1907

市区町村、平成２２年１０月１日現在）の集計結果、②は、基本単位区別（約１８９万基本単位区)、

'11丁丁。字等別（約２２万町丁。字等）の集計結果、③は地域メッシュ統計（約３８万基準地域メッ

シュ）がある。本章では、市区町村よりも小さい地域単位で集計された結果（②及び③）を「小

地域統計」という。

３２小地域集計の項目

表３－１は、平成２２年国勢調査の小地域集計の統計表一覧である。基本単位区別集計は、最小

の地域区分で、詳細な地域単位に統計の結果が把握できる。しかし、集計項目が男女別人口及び

世帯数と限定されている（第１表)。町丁。字等別集計は、地域の単位は基本単位区よりも大き

いが、世帯、住居、産業、職業、従業地。通学地、移動など、様々な項目について集計されてい

る（第２表～第２０表)。

表３－１小地域集計の統計表一覧（平成２２年国勢調査）

表番号 統計表

人口等基本集計に関する集計

第１表ｉ男女別人口及び世帯数一基本単位区

２湯女別人口及び世帯数一町丁・字等
３１年齢（5歳階級），男女別人口（総年齢，平均年齢及び外国人一特掲）－町丁・字等

４１配偶関係（3区分几男女別15歳以上人ロー町丁･字等

‘鰯露1割十蝋員(7区分)別-艫世譜数．-艫世帯人員1世帯当たり人員施譲…籍…蝿
；世帯の家族類型（６区分）別一般世帯数，一般世帯人員及び１世帯当たり人員（6歳未満・１８歳未満・６５歳以上世帯

６損のいる_般世帯数,６５歳以上世帯員のみの一般世帯数及び3世代世帯-特掲)－町丁･字等
７１住居の種類・住宅の所有の関係（6区分）別一般世帯数一般世帯人員及び１世帯当たり人員一町丁・字等

８住宅の建て方（７区分）別住宅に住む主世帯数，主世帯人員及び１世帯当たり人員一町丁。字等

９住居の種類・延べ面積（７区分）別一般世帯数，一般世帯人員及び１世帯当たり人員一町Ｔ・字等

産業等基本集計に関する集計

第10表i労働力状態(２区分)，男女別15歳以上人ロー町丁・字等

１１従業上の地位(３区分),男女別１５歳以上就業者数一町Ｔ・字等

１２産業(大分類)，男女別１５歳以上就業者数一町Ｔ・字等

１３：居住期間（６区分)，男女別人ロー町丁・字等

１４１在学か否かの別・最終卒業学校の種類(６区分)，男女別１５歳以上人口一町丁・字等
E

15：在学学校・未就学の種類(７区分)，男女別在学者数及び未就学者数一町丁・字等

職業等基本集計に関する集計

1笹第１６表 帯の経済構成(１２区分)別一般世帯数一町Ｔ・字等

ｌ７ｉ職業(大分類几男女別１５歳以上就業者数一町Ｔ・字等

従業地。通学地による人口・産業等集計に関する集計

第18表:常住地による従業地・通学地（５区分），男女別15歳以上就業者数及び１５歳以上通学者数一町丁・字等

１９；利用交通手段（９区分），男女別１５歳以上自宅外就業者数及び通学者数一町丁・字等

移動人口の男女・年齢等集計に関する集計

第20表：５年前の常住地(６区分)，男女別人口(転入）－町丁・字等

(資料）「政府統計の総合窓口(e-Stat)」（総務省統計局）

３３地域メッシュ統計

地域メッシュ統計とは、緯度。経度に基づき地域を隙間なく網の目（メッシュ）の区域に分け

て、それぞれの区域に関する統計データを編成したものである。表３－２は、地域メッシュの区

分方法を示す。平成２２年国勢調査においては、２分の１地域メッシュは全国、４分の１地域メッ

1８８

蕊蕃憂,蕊蕊蕊蕊､…H息麓念騨魚蘆LrAハー蝋灘iiliiifi：il:ＹＡ遺蕊織驚ｉ灘灘(慰灘蝋樅:蕊灘`馨i駐」
人口等基本集計に関する築計

第１表｜男女B'1人!】及び･:世帯数…基本単位:ｚ

－２ｊ鼻鰯'1人n選製繼_二｣ｙＴ･字等
３１年齢〈5歳階級），男女別人;：（総年齢，エ匡均年齢及び外同人一特掲）--1F-丁．字騨

-4-j1l1il偶関係《3厘分妬男女靴：5議以上人;汗'山Ｔ・字等

,鰹:鰯X蟹ｊｊﾙﾅ:'灘瓜(，区分)ｶﾞﾘ…鑛釧歎臓'M:辮人蝋1M':籍對瀧wM:施識等,〕幽霧…１Ｍ
６１世帯の家族類型(ら匡分)別~般世ＩＨｆ数，、股i;;:帯人員及び]枇帯当たり人員(6歳未満･18歳未満･65歳以肚世}ｌ

ｉ員のいる‐般'11二帯数，６５歳以12,L+lf員のみの一般世継数及び３i挫代1世織一特掲》町Ｔ・字等

７１住居の種類・往事のjjlT有の関係（６，又分）別一般世帯数，．股世帯人貝及びエ世･磐旦L｛たり人貝一,Ur「．字等

８１佐宅の建て方（7区分）別住宅に仁む話世帯数，主逵帯人日及び１世帯》11た１２)人員－１Ⅱ｢Ｊ、字等

９住居の煎類・延べ面積（７;Z分）別般世ｌＩ１:数，‐般Ⅲ上帯人員及び：世帯当たり人員町も．、字等
ﾏｰｰIIPIqIIPIqPIFPI-ママIIIOIIIII-■寺■■ＵＵＤｎＵ￣■９勺ｗ■■丙ｐ－ｗＵＵＵＵ■－－■■FwPq

宝業等基本集計(こ関-j-る集計

第ﾕ０表労働/J状態(２区分)，男女別15歳以上人;；…lUlT．字等

１１：従業'､の地位(３区分)，男女別lti歳以上就業者数一耐孑ｒ，宇等

－１２」農業{大分類),男女別'5歳以上就業者数個｢J､字等
１３ｉ居住期聞く６区分)，男女別人ii-lmTT・字蝉

’４１在学か否かのB〔・農終卒業学校の菰類(６:三分)，男女B［
ｌｉｊ１在学学校･未就学の種類(7区分)，男女別在学者数及び

髄業等基本集計に関する集計

第16表１|t詩の経済構成(１２区分)別・殿世帯数－１１１５丁・字癖

１５歳以上人、－町丁・字等

末就学者数一町､.・字群

１７１職業(大分類），男女別15歳以上就業者数ⅢＨｒＪ・宇等

腔業地・通学地による人[】・産業等集計に関する集計

第１８表常住地に:`Ｘる従業地・通学地（５区分），男女jdlll5歳以'二就業者数及び'５歳以Ｌ進学者数…１１１｢Ｊ・字等

１９利ｊ月交通手段（９区分〕，男女月l｣１５歳以一.自宅外就業者数及び通学者数一町丁・宇等

多動人ｕの男女・年齢等集計に関する集計
ddbII▲I｡L■111▲■▲IFIL寺111▲玉■■｡▲=J■▲Ｙ王□1.zbdII▲▲I■Ｉ－ｄｄｪdITIIb｣-■▲｡▲▲zldI▲I四IIIIII＝■．ｂ凸.Ⅲ■■曲□･bh-■－■■■■.－■■■..■▲－-

第20表i5年前の常侠地(６１〆:分)，男女別人r;(転入）－町ｒ・字等



シュは政令市、県庁所在市について整備されている。地域メッシュ統計は、①地域の計量的な比

較が容易、②時系列比較が容易、③任意の地域で比較できる、④距離に関連する処理に利用しや

すい、という利点がある[4]。

表３－２地域メッシュの区分方法

区画の種類 区分方法 範囲

第１次地域区画 全国の地域を偶数緯度及びその間隔（120分） ２０万分の１地勢図（国土地理院発行）の１図葉

を３等分した緯度における横線並びに１度ごと の区画に相当（約８０キロメートル四方）

の経線によって分割してできる区域

第２次地域区画 第１次地域区画を緯線方向及び経線方向に８等 ２万５千分の１地形図（国土地理院発行）の１図

分してできる区域 葉の区画に相当（約１０キロメートル四方）

基準地域メッシュ 第２次地域区画を緯線方向及び経線方向に１０ 約１キロメートル四方

(第３次地域区画） 等分してできる区域

２分の１地域メッシュ 基準地域メッシュを緯線方向及び経線方向に２ 約５００メートル四方

等分してできる区域

4分の１地域メッシュ 2分の１地域メッシュを緯線方向及び経線方向 約２５０メートル四方

に２等分してできる区域

(資料）「地域メッシュ統計について」（総務省統計局）を参考に筆者作成

３４町丁。字等別集計と地域メッシュ統計

図３－１は、東京都千代田区における４分の１地域メッシュの区画と町丁。字等別の境域を示

す。地域メッシュの区画は、等分に区切られているため統計値の比較等を行いやすいが、各地域

メッシュ区画に付与された地域メッシュコードが１０桁の数値であるため（例：5339463022)、

当該区画の位置や範囲は、ＧＩＳを用いて把握する必要がある。一方の町丁。字等別の境域は、大

きさが地域で異なるため、統計値の比較等を行う際に配慮する必要があるが、地域名は一般的に

使われる町丁字名と概ね一致しているため（例：神田神保町３丁目）、分析結果を理解しやすい。
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２１２メッシニエ（４分の１地域メッシュ）

(資料）「国勢調査」（総務省統計局）（地域メッシコ

図３－１千代田区における

＃伍廿■、

■T◆骨ＩＦ四Oいい~｢為

1分の１地域メッシュ）116111丁丁．字等

:省統計局）（地域メッシュ枠は２分の１地域メッシュ枠を加工して作成）

千代田区における地域メッシュと町丁。字等の比較（2010年）

4．ＧＩＳを利用した統計地図の見方、利用の有用’性

小地域統計データとＧＩＳを用いて統計地図を作成し、簡単な地域分析を行った。本節では、そ

の分析結果及び統計データに対･するＧＩＳ利用の有用`性について述べる。
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区画の種類 区分方法 範Ⅲ

第１次地域区画 全国の地域を偶数緯度及びそのi}i]隔（120分）

を３等分した緯度における検線並びに1度ごと

の経線によって分割してできる区域

２０〃分の］地勢図（国・1二地理|完発行＞のＩ図葉

の'三画｢に相当（約８０キLI〆・‐トル四方）

第２次地域区画 第１次地

分してて

区画を緯線方向及び経線方1両l(ド

ろ区域

等 ２万５Ｔ２分のユ地形図（国土地理院発行）の１図

葉の:三両に相､'１（約１０キ沮〆・・トルp[|力）

基準地域メッシニ,：

(第３吹地域:二両）

第２吹地

分して

区画を緯線方lnj及び絲線〃lhlに

きる区域

勺1キロ〆・‐1,ル1匹;〃

2分の１地域メッシドニ 基準地域

等分して

ソシュを緯線方向及び経線方向に２

きる区域

約５００メー・トルI、方

1分の１地域メッシ･１ ２分の］

に２等分

鱗メッシュを緯線方l則及び経線方lih］

てできる区域

約２５０メートルU11万



4.l関東地方の人口増減

図４－１は、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都（島l喚部を除く）、神奈川県に

おける平成１７年、平成２２年国勢調査の地域メッシュ統計の２分の１地域メッシュ（500ｍメッ

シュ）の人口総数について、各地域メッシュの幾何学的な重心点から半径3,000ｍの円内にある

人口を集計し、人口変化率（2010（平成２２）年人口／2005（平成１７）年人口）を計算したもの

である。左図は人口が増加している地域、右図は人口が減少している地域を示す。

ＪＲ相模線、ＪＲ八高線、西武池袋線、西武新宿線、ＪＲ川越線、東武野田線に囲まれた地域に

は、人口が増加している地域（人口変化率が１０１以上）が面的に広がっている。その他の地域で

は、鉄道路線沿いの人口は増加しているが、鉄道路線から離れた地域は人口が減少している。図

から、関東地方における人口増減は、鉄道路線の立地の影響を大きく受けていることが分かる。

下図の点線で囲まれた地域は、人口が増加している地域と減少している地域の境界に近く、増

加から減少に転じる過程にあると考えられる地域である｡この地域にある埼玉県所沢市､狭山市、

入間市について、平成２２年国勢調査の町丁。字等別データを利用した分析の例を示す。

1-ざ創1150-1195

Ｏ９５０－０ｇ８ｇ

Ｆファ]都道府県填界

葛１２ＣＯ－５５３１

Ｆﾜｦ可都近刑県塊界 人口減少エリア人口増加エリア

(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図４－１半径3000ｍの円内の人口により算出した人口変ｲﾋ率の分布（2005年～2010年）

4.2分析事例

（１）分析地域の概要

埼玉県所沢市、狭山市、入間市（以下「分析地域」という）について、土地利用などの概要を

確認する。

分析地域は、埼玉県の南部にある市で、所沢市は東京都と接している（図４－２)。２０１０年にお

いて､東京都への１５歳以上就業者の通勤率は､所沢市が３６７％､狭山市が22.1％､入間市が26.6％

である。昼夜間人口比率は、所沢市が８６５、狭山市が９３９、入間市が８６６となっており、分析

地域は昼間人口よりも夜間人口の方が多いベッドタウンである。人口総数は、所沢市が最も多く

３４万２千人､狭山市が１５万６千人､入間市が１５万人である。所沢市の人口密度は､4,750人/kｍ２
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と4,000人/km2を超えているが、他の２市はそれぞれ3,176人/km2、3,350人/km2となってお

り、所沢市と比較すると小さい。年齢３区分別人口の割合を見ると、所沢市と入間市の高齢化率

(老年人口割合）はそれぞれ２０６％、２０１％と埼玉県の高齢化率２０４％と同じ水準にあるのに対

して､狭山市は２２５％と他の２市よりも高く、やや高齢化が進んでいるが､全国の高齢化率22.8％

と較べると低い（表４－１)。

(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図４－２埼玉県、東京都における市区町村Blj人口密度（2010年）

表４－１分析地域における基本指標（2010年）

所沢市ｉ狭山市ｌ入間市｜｜分析地域｜埼玉県（参考）

人口総数 341,924；155,727ｉ149,872 647,523 7，１９４，５５６

人口密度（人/km2） 4,749.6；3,175.5；3,349.8 3，９０６．２ 1,894-2

年少人口割合（％） 1２．７ 1２．０ 1３．４ 1２．７ 1３．３

生産年齢人口割合（％） 6５３6６．３ 6６－４ 6６．１ 6６．０

22.5：２０１老年人口割合（％） 2０．６ 2０９ 2０．４

36.7：２２１；２６．６１１３０７東京都への通勤率（％） 2４．２

昼夜間人口比率 ８６．５；９３．９；８６．６ 8８．３ 8８．６

(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図４－３は、分析地域の行政界データ上に、国土数値情報ダウンロードサービスからダウンロ

ードした湖沼データ、森林地域データ、農業地域データ、用途地域データ、鉄道データを重ね合

わせたものである（データはすべて平成２３年度作成版)。この図を見ると、西武新宿線と西武池

袋線が分析地域の中心を通っており、所沢市南東部にＪＲ武蔵野線、南西部に西武山口線、入間

市西部にＪＲ八高線が通っている。

概ねこれらの路線沿いに「用途地域」が定められているが、用途地域は、都市計画法3により都

市の環境保全や利便の増進のために地域における建物の用途に一定の制限を行う地域である。ま

た、用途地域は都市計画法で定める「市街化区域」内に定められている。市街化区域は、「すでに

市街地を形成している区域及びおおむね十年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域」

であり、既成市街地の基準として人口密度ヘクタール当たり４０人（平方キロメートル当たりに

換算すると4,000人）が都市計画法施行規則で定められている。

分析地域における市街化区域外では、森林地域や農業地域が広がっている。また、所沢市の南

西部には狭山湖がある。分析地域は、市街地と農地や森林が共存する地域である。

3都市計画法（昭和四十三年六月十五日法律第百号）第８条

１９１

､｢沢.i了！狭l｢::iテ！入lllIli7 分析地域 埼詣県（参考）

人;;総数

人!_:密度（人/k㎡）
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(資料）「国士数値情報」（国土交通省）をもとに筆者が加工

図４－３分1斤地域の地勢（2010年）

（２）住居の状況と世帯の規模

平成２２年国勢調査の町丁。字等別（以下、「町丁字別」という）の集計結果を利用した統計地

図による分析を行う。

東京圏では人口減少及び急速な高齢化によって「住まいの問題が深刻化」することが懸念され

ている（[3][5]など多数)。本分析の最後に、住まいの問題に関連して、「将来の空き家数」と「将

来の高齢単独世帯の住宅」について概算するが、ここではその事前知識として分析地域内部にお

ける人口密度、住居の状況、単独-世帯の空間分布について確認する。

①人口密度

図４－４は、分析地域における町丁字別の人口密度の分布である。階級区分の境界値を既成市

街地の基準に準じているため､人口密度が4,000人/km2以上の町丁字と用途地域が概ね重なって

いる。埼玉県は東京都のベッドタウンとなっている市区町村が多く、鉄道路線から近い地域は、

通勤の利便性が高いため共同住宅が立地しており、人口密度が高い傾向がある。

このように人口密度の空間分布は、鉄道路線や道路などの社会基盤や標高、河川などの自然環

境に影響を受けることが知られている。ＧＩＳを用いて統計地図を作成し鉄道路線などの社会基盤

データを重ね合わせることで、統計データのみでは把握できない知見を得ることができる。

”
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流

赫、

一一一一一

》【轤鑪騨鑓
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勢多』！
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’
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(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図４－４町丁字月Ⅱ人口密度（2010年）
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②住居の状況

国勢調査の町丁。字等別集計結果の住宅関連の統計表は、表３－１に掲げた第７表、第８表、

第９表である。表４－２にこれらの統計表の集計項目を示した。このうち、第７表の住居の種類。

住宅の所有の関係については「持ち家」と「民営の借家｣、第８表の住宅の建て方については「－

戸建」と「共同住宅｣、第９表の延べ面積については全項目について、割合の塗り分け地図を作

成して空間分布を把握する。

○階級の分類について

一般的に視覚的に認識できる色数に限界があることから、濃淡による塗り分け地図は階級数を

7段階ぐらいまでにすることが推奨されている[7]・階級の分類方法としては、統計値の最大値と

最小値を階級数で割った値を各階級幅とする「等幅分類」や、全データ数を階級数で割り、階級

ごとの地域数が等しくなるように階級区分の境界値を定める「等量分類」などがある。しかし、

人口総数など統計項目の分布形状を適切に表す階級区分の設定は容易ではない。また、地域や統

計項目により適切な階級区分は異なるので、その境界値を一律に定めるのも適瘻切ではない。

本章では分析地域全域における統計値を町丁字別の塗り分け地図の境界値とし、それよりも高

い、あるいは低い、という２階級に分類して町丁字別の空間分布の傾向を把握する。

表４－２住宅関連の統計表の集計項目（2010年）

第７表住居の種類・住宅の所有の関係 第８表住宅の建て方 第９表延べ面積

総数 総数 総数

住宅に住む一般世帯 一戸建 うち住宅に住む一般-世帯

主世帯 O～２９㎡長屋建

持ち家 30～４９㎡共同住宅

公営・都市再生機構・公社の借家 (建物全体の階数）１．２階建 50～６９㎡

民営の借家 (建物全体の階数）３～５階建 70～９９㎡

給与住宅 (建物全体の階数）６～１０階建 100～149㎡

間借り (建物全体の階数）１１階建以上 150㎡以上

住宅以外に住む一般世帯 その他

(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

○住宅の所有の関係

平成２２年国勢調査では、住宅に住む一般世帯について、住宅の所有の関係を、大きく「主世

帯｣、「間借り」に区分し、このうち「主世帯」について、（ア）持ち家、（イ）公営の借家（都道

府県営住宅や市町村営住宅)、の）都市再生機構。公社の借家、（エ）民営の借家、（オ）給与住

宅（社宅や公務員宿舎など）に区分している。本章では、（イ）と（ウ）を合わせて「公的借家」

としている。

分析地域について、２０１０年の住宅の所有の関係別の割合を見ると、「持ち家」が６７１％、「民

営の借家｣が２４９％と合わせて９２０％を超え､住宅に住む一般世帯数の多くを占める(表４－３)。

この２項目について町丁字別に統計地図を作成する。

図４－５は、分析地域における町丁字別の「持ち家」と「民営の借家」の住宅に住む一般~世帯

数に占める割合の空間分布である。「持ち家」割合が高い町丁字は、市街化区域外の鉄道路線から

離れた地域に多い。一方の「民営の借家」は、鉄道路線から近い市街化区域内の町丁字の割合が

高く、「民営の借家」と「持ち家」の割合の空間分布は、「地と図」の関係を示している。

1９３

第７表住居の種類・忙宅の所有の関併 第８表住宅の辿て方 熊９表延べ面績

総数

住宅lこ【i:む･･般・世帯

主世帯

持ち家

公営・都市再生機講・公瓶:の借家

民営の借諒

与仁宅

間借り

住宅以外に住む.般世箒

総数

－戸建

`長屋建

ﾉｾﾞ同住宅

〔jlEIL物全体の階数）二・２階窪

(建物全休の階数）３～5階ＩｌＬ

(建物全体の階数）６～:０階難

(趣物全体の階数）］］階建以.､Ｌ

その他

総数

うち住壼にlr三む一般･世帯

0～２９㎡

30～４９㎡

50～６９㎡

70～９９㎡

:００～:`１９㎡

:５０㎡以」己



表４－３住宅の所有の関係別割合（2010年）

所沢市；狭山市｜入間市Ⅱ分析地域｜埼玉県（参考）

持ち家割合（％） 6６．３７４］ 6７7１．４6２．４

民営の借家割合(％） 2６．０2４９20.0 1９－０2９．５

公的借家割合（％） 4.5 4．３4.5 4．５ 4.4

(資料）「国勢調査」（総務省統計局）
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(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図４－５町丁字別の住宅の所有の関係B11世帯の害Ｉ合（％）（2010年）

○住宅の建て方別割合

平成２２年国勢調査では、住宅をその建て方により、大きく「￣戸建｣、「長屋建｣、「共同住宅｣、

「その他」に区分している。このうち、「共同住宅」は、「棟の中に二つ以上の住宅があるもので、

廊下。階段などを共用しているものや二つ以上の住宅を重ねて建てたもの」で、建物の階数によ

り「，。２階建」などに区分している。いわゆるアパートやマンションは「共同住宅」に区分され

る。

全国における住宅に住む＿般世帯数に占める「共同住宅」の割合の推移を見ると、１９９０年以降

は＿貢して上昇している。２００５年～2010年は、39.5％から416％に上昇し、２０１０年の「共同

住宅」の割合は、４０％を超えている。

分析地域では、住宅に住む主世帯に占める「－戸建」の割合が54.6％、「共同住宅」の割合が

437％であり、合わせて９８８％になる。この２項目について統計地図を見ると、「￣戸建」は、

市街化区域外において割合が高く、「共同住宅」は、市街化区域内の町丁字の割合が高い（図４

－６)。これらの２項目の空間分布は住宅の所有の関係の項目と同様に「地と図」の関係を示して

いる。

表４－４住宅の建て方別割合（2010年）

所沢市：狭山市 入間市｜|｜分析地域｜|埼玉県（参考）

－戸建割合（％） ６０．３；ﾖ０．４： 5９．０ 5４．６ ３６．７

共同住宅割合（％） ３７．７：４８．０； 3９．４ 4３．７ 4１．８

(※）住宅に住む主世帯数に占める害Ⅲ合

(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

1９４

｣jlr沢．!J１狭lji.:iＪｌ人間〒行 分析地域 埼玉県（参考）

持巧案割合（％）

民営の借家帯１１合(船）

公的借家割合（％）

６２．４ ７１．４！７４．１
．．．ロゼ．．Ⅱ

20.01１９．０
=－コ゛Ｐ埒、再ﾛﾛｰｰ凸｡｡｡｡｡

４．５：４．４

67.：

2`Ｌ９

4,5

６６．３

２６．０

４．３

『調若議世帯iii合r(ﾂ訂~…~￣~~~－－~~－－－

ｉｌ－『￣~~~ｉｂ－吟一一一［~…67.1.123Ｉ

ＲＩ竜蕊Hi67｣~：100,「192:
：

持ち家 民営の借家

所沢?;；；狭nTi7l人間,|』 分析も地域 埼玉県（参考）

一戸鑓割合（％〕

共｢可住宅割合（％）

50.4:６０－３１59.0

18.0；３７．７：３９．４

5４．６

4３．７

５６．７

４ﾕ．８
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(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図４－６町丁字別の住宅の建て方別世帯の割合（％）（2010年）

○住宅の延べ面積別割合

平成２２年国勢調査では、住宅の延べ面積別に世帯数を調査している。住宅の延べ面積とは、

居住室の床面積のほか、その住宅に含まれる玄関。台所。廊下。便所。浴室・押し入れなども含

めた床面積の合計である。ただし、アパートやマンションなどの共同住宅の場合は、共同で使用

している廊下。階段など共用部分は、延べ面積には含まれない。

表４－５延べ面積別割合（2010年）

入間市｜｜分析地域｜埼玉県（参考）狭山市所沢市

O～２９㎡割合（％） [１．１； ７．１： 9．３5．９ 9.0

１４．４：30～４９㎡割合（％） 1３．９ 1４．４１４．７：

１８．６:

1１．７

50～６９㎡割合（％） 1９．７ 1８．７２０．４； 1９．０

70～９９㎡割合（％） 3４．１ 3０．９ 2８．０2９．８１ ３０．６:

100～149㎡割合（％）

150㎡以上割合（％）

1９．８ 2１．３2２．１１７．９： ２１．９：

6．７ 8．３6`３： 7.2： 7．１

(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

分析地域において､2010年における住宅に住む一般世帯数に占める延べ面積別の割合を見ると、

住宅の規模がそれほど大きくない６９㎡未満の住宅に住む世帯数は市街化区域内に多い。また、

延べ面積が大きくなるほど、市街化区域外の町丁字の割合が高くなっている。駅に近い町丁字に

は延べ面積の小さい住宅が多く、駅から離れた町丁字には延べ面積が大きい住宅が多い(図４－７)。

[９５

所沢市狭脱市 入間={ア 分析地域 端::点県〈参考）

０～２９㎡割合（％）

３０～４９㎡割合〈％）

５０～６９㎡害'1今（％〉

７０ 全く％）

100～ﾕ４９㎡割合（％）

１５０㎡座:ろ割合（％）

１１．［：

１４．４；

7.1：

１４．７：

２０．４；18.6！由9,0
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図４－７町丁字Bl｣の延べ面積別世帯の害[l合（％）（2010年）

③住宅の所有の関係と延べ面積

町丁字別の集計結果には、住宅の所有の関係、住宅の建て方、延べ面積の間のクロス集計表は

集計されていないので、ここでは住宅の所有の関係別延べ面積別住宅に住む一般世帯数、その割

合及び１世帯当たり人員を「分析地域」について集計したものを表４－６に示す。

「持ち家」「公的借家」「民営の借家」の延べ面積別住宅に住む一般世帯数の割合が大きい延べ

面積を確認すると「持ち家」は延べ面積「70～９９㎡」が４１６％、「公的借家」は「50～６９㎡」
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が５０５％、「民営の借家」は「30～４９㎡」が３６３％となっており、「持ち家」は、「公的借家」や

「民営の借家」と比較して、延べ面積が大きい住宅に住む世帯が多い。

また１世帯当たり人員を見ると、所有の関係によって最も１世帯当たり人員が多くなる延べ面

積は変わるが、概ね延べ面積が大きくなるほど１世帯当たり人員が多くなる傾向がある。

延べ面積が４９㎡未満の小規模な住宅に住む世帯の１世帯当たり人員は｢持ち家｣、「公的借家｣、

「民営の借家」で２人未満となっている。また、この規模の住宅に住む世帯数を所有の関係別に

見ると「民営の借家」が多く、「民営の借家」の世帯数（42,813）は「持ち家」（7,016）と「公

的借家」（4,554）を合わせた世帯数（11,570）の３７倍となる。

前述したように市街化区域内には「延べ面積が小さい住宅に住む世帯」や「民営の借家に住む

世帯」の割合が高い町丁字が多い。市街化区域内は鉄道路線から近く通勤の利便』性が高いため相

対的に地価が高く、単独世帯等向けの小規模の民営の借家が立地していると考えられる。

表４－６住宅の所有の関係別、延べ面積別住宅に住む一般世帯数と１世帯当たり人員（2010年）

住宅の所有の関係

民営の借家公的借家持ち家

総数 ＬＬ４７３ 6３，７９２1７１，５２８

O～２９，２ 3３４ 1９，６３５Ｌｌ６３

３０～49,2 2３，１７８5,853 4,220
住宅に住む

50～69㎡ 1４，８８６2６，８２８ 5．７８９

一般世帯数
4,937７０～９９㎡ 1１１０８7１，３６０

100～1491,,2 9４２2２49,416

l50In2以上 2１０1６，９０７

0～29,2 3０．８0．７ 2．９

３０～4９，２ 3６．３3－４ 3６．８

住宅に住む
５０～６９，２ 5０．５ 2３．３1５．６

一般世帯数
70～９９，２ 9．７ 7－７4１．６

の割合
１００～I４９ｍｚ Ｌ５2８８ 0．２

150,2以上 ０－３9．９

O～２９，２ 1．５７ 1．２０|、４４

３０～49,2 7１1－８５ 1．７７

５０～691,21世帯当た 2．４１ 2．３４ 2．２０

り人員 ７０～９９，２ 2．４３2．８１ 2．６７

2．７８１００～149㎡ 2．９３ 2－１４

150㎡以上 2．６０3．２８

資料：「国勢調査」（総務省統計局）

④単独世帯の割合

これまでの結果を踏まえて、町丁字別の単独世帯の空間分布を確認すると、市街化区域内の鉄

道路線に近い町丁字において単独-世帯の割合が高い（図４－８)。

表４－７単独-世帯割合（％）（2010年）

入間市｜｜分析地域｜埼玉県(参考）
２３２１１２８３１２８４

所沢市ｉ狭山市

単独世帯割合（％） ２６．４：3１．１

(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

1９７

持ち家

宅の所有の関イ

公的借家 民営の借家

住宅に住ｵＦ

・・殿世帯数

総数

０～29Ｉｕ２

３０～j19III2

～６９ｍ

～149,2

上50,2以’二

ｴ７１，５２８

：，Ｌ６３
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２１０
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(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

図４－８町丁字別の単独世帯割合（％）（2010年）

以上の分析結果をまとめると表４－８のようになり、分析地域内の住宅の空間分布と人口、世

帯の関係について大まかに整理することができた。

表４－８分析地域における町丁字別空間分布の傾向（2010年）

住宅の建て方:住宅の延べ面積：単独世帯人口密度 住宅の所有の関係

多い共同住宅ｉ小さい

－戸建；大きい

民営の借家市街化区域内 高い

少ない低い 持ち家市街化区域外

（３）将来の人口の動向

ここでは、将来の人口について、国立社会保障。人口問題研究所による推計結果を確認する。

表４－９は２０１０年の総人口を１００としたときの２０４０年の総人口の指数である。埼玉県では、

2010年の３０年後である２０４０年の指数が８７６となっている。分析地域については所沢市が最も

減少速度が遅く（899)、３０年でおよそ１００％の人口が減少すると推計されている。次いで入間

市（838)、狭111市（780）となっており分析地域の３市では１００％～22,％の人口が減少する

とされている。

表４－９平成２２（2010）年の総人口を１００としたときの総人口の指数（2010年～2040年）

2010年：２０１５年；２０２０年：２０２５年；２０３０年：２０３５年：２０４０年

100.0１００．６１１００．０１９８５１９６．１１９３．２１89.9

100.0９８．２１９５．７！９２２；８７．９１８３．１Ｉ７８．０

所沢市

狭山市

入間市 100.0；９９．６；98.1；９５．６１９２．２；８８．２；８３．８

1００，０９９．５９７，９９５．４：９２．１８８．２83.9

100.0１００．２９９１９７．２：９４．５９１．２８７．６

分析地域(平均値）

埼玉県 ９４．５：９１．２；８７．６

(資料）「日本の地域別将来推計人口（平成2５（2013）年３月推計）」（国寺朴会保障・人口問題研究所）

表４－１０分析地域における老年人口の推移（2010年～2040年）

2030年：２０３５年：2040年2025年2010年ｉ２０１５年１２０２０年

所沢市 97,321ｉ100,277；104,617ｉ110,6367０，６５６ 8６，４８０ 9４．６７３

老年人口 狭山市 48,143；４７，６８９；４７，５８３：４８，７７９3５，１２５ 43,612 4７，６４１

入間市 43,5181４４，００８１４４，７８９；４６，４４４3０，１７８ 3７，７８４ 4２，２３２

所沢市 100-0：１２２．４１134.0：１３７．７：１４１．９；148.1：156.62010年を１００と

したときの老

年人口の指数

狭山市 1００．０１２４．２１３５．６１３７－１１３５．８１３５．５：１３８．９

１００．０125.2139.9144.2145.8１４８．４１153.9入間市

所沢市 2０．７ 2５．１ 2７．７ ２８９Ｉ３０．５；３２．８；３６．０

高齢化率（％） 狭山市 33.5；３４．８；３６．８！４０．２2２６ 2８．５ 3２．０

入間市 ３０．４：３１．８１３３．９ｋ３７．０2０．１ 2５．３ 2８．７

(資料）「日本の地域別将来推計人口（平成２５（2013）年３月推計）’（国行計会保障・人口問題研究所）
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表４－１０は、分析地域における将来の老年人口と高齢化率の推移である。３０年後の2040年の

老年人口は、所沢市が約４，万人増の110万人、狭山市が１４万人増の４９万人、入間市は、１６

万人増の４６万人となっている。高齢化率は狭山市が最も高く４０２％、次いで入間市の３７，％、

所沢市の３６０％であり、３０年間でいずれの市も１５ポイント以上の増加となっている。

（４）分析地域の住まいについての将来（考察）

分析地域(所沢市､入間市､狭111市)においては､２０１０年の３０年後の２０４０年に､人口が１００％

～220％減少する中、老年人口が増加すると推計されている。

全国、都道府県、東京圏の市区町村別の統計データから世帯の単独化については既に第２節で

確認したところであるが、世帯の単独化は、大都市圏における晩婚化や非婚化に伴う若年や中壮

年世代の単独世帯の増加と、過疎地域などの地方圏及び大都市圏中心部における高齢単独世帯の

増加という、質的に異なる進行の仕方が見られることが知られている[6]・分析地域についても、

同様な世帯の単独化が進む可能性が高いと考えられるが、本章では高齢単独世帯に焦点を当てて

分析を進める。

国立社会保障。人口問題研究所による地域別の世帯の将来推計結果は、都道府県別の結果（以

下、「将来世帯数の推計結果」という）のみ公表されており、分析地域については把握できない。

ここでは関連指標を用いて、将来の空き家数及び高齢単独世帯の住宅について概算する。

表４－１１分析地域における世帯。住宅関連指標（2010年）

所沢市ｉ狭山市ｉ入間市｜｜分析地域
［

３４１，９２４１155,727実数 人口総数（①） 149,872 647,523

老年人口（②） ７０，４１３３５，０４５30,165

１４１，１１８６０，９６３５６’８０４

1３５，６２３

一般世帯数（③） 258,885

単独世帯数（④） 7３，２０９43,887：１６，１２２：１３，２００

１０，３０７；４，５３７３，９３０

１３，２６０６，０６０５，７６０

高齢単独世帯数（⑤） 1８，７７４

持ち家に住む単独世帯数（⑥） 25,080

持ち家に住む高齢単独世帯数（⑦） 1２，１８９6,468！３，０３１：２，６９０

2０．６２２．５

３１．１２６．４１

割合 高齢化率（②/①） 2０．１ 2０．９

(％） 単独世帯割合（④/③） 2３．２ 2８．３

１４．６１２．９

３０．２３７．６

老年人口のうち単独-世帯割合（⑤/②） 1３．８i３．０

単独世帯持ち家割合（⑥/④） 4３．６ 3４．３

6２８１６６．８；６８．４高齢単独世帯の持ち家割合（⑦/⑤） 6４．９

(資料）「国勢調査」（総務省統計局）

①将来の空き家数

（３）で見た分析地域３市における将来人口指数の単純平均値を計算すると８３９となる。

２０１０年の分析地域の人口は647,523人であり、この値に８３９％を掛けると543,272人となり、

2040年までの３０年間で104,251人の人口が減少すると計算できる4．

分析地域の２０１０年における１世帯当たり人員は２４６人である。将来世帯数の推計結果では、

埼玉県の単独世帯の割合は増加すると推計されているので、１世帯当たり人員はこれよりも小さ

４将来人口の推計結果は、推計の地域単位が変わると結果も変わるため、ここでの分析地域の将来人

口の計算は、３市の将来人口指数の単純平均値を分析地域における将来人口指数とした。
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<なると考えられるが、ここでは仮にこの値をそのまま用いると、104,251（人）÷2４６（人／

世帯）＝42,378（世帯）となり、およそ４万２千世帯が減少すると概算できる。つまり４万２千

戸もの住宅が、今後３０年間で不要になる可能性があるといえる。

今後、空き家が発生する状況について考察してみよう。例えば、延べ面積が大きい住宅に住む

世帯で、その子世代が独立して当該住宅に住み続けない場合を考える。これまで見てきた結果か

ら新たに分析地域に居住する世帯は小規模世帯である可能性が高いと考えられる。小規模世帯は

延べ面積が小さい住宅を選好すると考えられるため、近い将来延べ面積が大きい住宅に新たな入

居者が現れないような状況が想定できる。

なお、空き家の発生による問題としては、防災'性の低下（積雪等による倒壊、崩壊／屋根。外

壁の落下／火災発生のおそれ)、防犯性の低下（犯罪の誘発)、ごみの不法投棄、衛生の悪化、悪

臭の発生、蚊。蝿。ねずみ。野良猫の発生。集中、風景。景観の悪化、が国土交通省実施による

アンケート結果に指摘されている[8]。

②将来の高齢単独世帯の住宅

次に、分析地域における将来の高齢単独世帯の住宅についても考察してみよう。

２０１０年の分析地域における老年人口は、135,623人である。老年人口に占める高齢単身者（＝

高齢単独世帯数）は18,774人で、その割合は13.8％である。また、高齢単独世帯のうち「持ち

家」世帯は12,189世帯で、その割合は６４９％である。

①と同様な考えで、３０年後の2040年の老年人口の将来人口指数の３市の単純平均値を計算す

ると１４９８で、これを２０１０年の分析地域の老年人口に掛けると、２０４０年の老年人口は、135,623

（人）×1498（％）＝203,163（人）と計算できる。続けて、２０１０年の高齢単身者の割合１ａ8％

を適用すると、203,163（人）×138（％）＝28,036（人）（＝高齢単独世帯）と計算できる。２０１０

年の高齢単独世帯の持ち家割合（649％）を100％から引いた値（35.1％）をこの高齢単独世帯

数に掛けると、２８，０３６（世帯）×３５．１（％）＝9,841（世帯）と計算でき、およそ１万世帯の高

齢単独世帯は､規模の小さい民営借家あるいは､公的借家世帯に住む可能性が高いと考えられる。

分析地域における２０１０年の､単独世帯の居住に適した延べ面積４９㎡未満の公的借家の世帯数

は、4,554世帯である。ここでは仮に、この世帯数を住宅戸数と考えると、１万世帯の高齢単独

世帯に対して小規模の公的借家の戸数はおよそ5,000戸なので､およそ5,000の高齢単独世帯が、

民営の借家への居住を余儀なくされることになる。

今後生産年齢人口が減少し経済の活力が乏しくなると考えられる中、老年人口は増加すると推

計されており、高齢単独世帯も増加すると考えられるので、高齢単独世帯の住宅について対策を

検討する必要がある。

4.3分析のまとめ

町丁字別の住宅関連の統計項目の統計地図によって、どのような住宅がどの地域に分布してい

るか、分析地域内の大まかな空間分布を把握した。また、将来人口推計結果と市区町村別の集計

結果から､３０年後の空き家数や高齢単独世帯の住宅について概数を把握した。このような概数は、

現在の人口や世帯の傾向が今後も続くと仮定した場合の結果であり、今後の地域のあるべき姿を

検討.するための「たたき台」の基礎資料として捉えることができる。空き家数についてはさらに

ZＯＯ



居住期間や世帯規模のデータを用いることによって、空き家が発生する可能性が高い地域を絞り

こむことも可能であろう。

今後空き家がどの程度増えるのか、またどのような地域に増えるか、ということを地域で共有

していれば、具体的な対薑策の検討が行いやすくなると思われる。また、基本的な指標について概

数を把握しておけば、似た課題を持つ地域と対策に関する情報共有が可能になり、連携なども可

能になると考えられる。

5．今後の統計データ、ＧＩＳの利用について

5.1人口減少社会の到来

日本全国では人口減少過程に入ったが、都道府県別に見ると、人口増減の傾向は地域によって

異なり、東京圏は２００５年～2010年でも人口が増加していることを第２節で述べた。

表５－１は、東京圏の都道府県の将来人口の指数をまとめたものである。これによると、東京

圏の都県でも、千葉県は２０１５年から、埼玉県、東京都、神奈川県は２０２０年から人口が減少する

と推計されている。また、市区町村別の総人口の指数を見ると、２０４０年まで人口が減少しないと

推計されているのは、２８市区町村で全体の１Ｌ7％である。東京圏でも約９０％の市区町村の人口

が近い将来減少し始める。

人口減少社会の到来により、人口増加社会に適合してきた制度を人口減少社会に適合させてい

くことが必要になる。その上、特に東京圏は、他の地域と比較して老年人口の規模が非常に大き

く、高齢化率が大きく上昇し、市区ＩＨＴ村の人口構造が多様化するので、地域に即した対応が必要

となり、高度な施策が求められる。

表５－１東京圏における将来人口の指数（2010年～2040年）

平成２２（2010）年の総人口を１００としたときの総人口の指数

2010年’２０１５年’２０２０年’２０２５年’２０３０年’２０３５年’２０４０年

11000；埼玉県 8７．６9４．５1００．０ 1００．２ 9９．１ 9７．２ 9１．２

12000＃千葉県 9０．０ 8６．２9３．４100.0 9９．６ 9８．５ 9６．３

L3000i東京都 9８．５ 9６．２ 9３．５1００．０ 1０１－４ 1００．１1０１．２

l4OOOi神奈川県 9７－６ 9５．１ 9２．２|()(〕－０ IＯＬｌ 1００．８ 9９．６

(資料）「日本の地域別将来推計人口（平成２５（2013）年３月推計)’（国方針会保障・人口問題研究所）

5.2横|釿的な調整の必要性

（１）空き家数の増加

前節では、分析地域における将来の空き家数を概算したが、空き家の問題については既に様々

な対策が取られている。

平成２５年住宅。土地統計調査によると、全国の総住宅数は６０６３万戸、総世帯数は５２４５万世

帯となっている。総住宅数が総世帯数を８１８万上回って、１世帯当たりの住宅数は１１６となって

おり、住宅のストックは量的には充足している。１９６３年以前は総世帯数が総住宅数を上回ってい

たが１９６８年に逆転し、その後も総俶住宅数が総世帯数を上回っており、１世帯当たりの住宅数は

５０年の問増加し続けている（図５－１，表５－２)。

住宅ストックのうち空き家の数は８２０万戸であり、全国の総住宅数に占める空き家の割合は

1ａ5％となっている。また「賃貸用又は売却用の住宅｣、「二次的住宅」を除いた「その他の住宅」
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に属する空き家の数は３１８万戸に達し１９９３年～2013年の２０年間でおよそ２倍以上になってお

り、総住宅数に占める割合は５２％にもなっている。（図５－２)。
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図５－１住宅数と世７階数の推移（1958年～2013年）

表５－２住宅数と世帯数の推移（1958年～2013年）
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図５－２空き家数の推移（1978年～2013年）

（２）空き家に関する法的な対策

このように空き家数が増加している状況から、市町村等の地方公共団体では、独自に定めた条

例等に基づき、必要な助言。指導を行うなど適・切な管理を促してきた。空き家適正管理条例の制
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定実績は、毎年わずかながらあったものの、２０１２年に劇的に増加し、２０１４年１０月の時点では

401の地方公共団体が空き家対策条例を制定したとされている。この劇的な増加をきっかけとし

て、２０１４年１１月に「空き家等対策の推進に関する特別措置法」が公布され、２０１５年５月に完

全施行された[8][91。

（３）横断的な調整の必要性

「論究ジュリスト」(2015年秋号)では、「土地法の制度設計｣について特集が組まれている[9]。

この特集では、上述した空き家対策特措怯の制定に関する論文のほかに、土地法の現代的諸相に

ついて多面的かつ掘り下げた検討を行った論文が掲載されている｡掲載された論文においては｢都

市の縮退」と呼ばれる現代状況を反映した指摘がなされている5゜これらの論文の共通認識として

「土地法が｢都市の縮退｣、「地域の衰退」と呼ばれる現代状況になお十分に対臺応しきれていない」

と特集の巻頭言にあるように[10]、今後の人口減少社会において、人口が増加してきた時代の制

度は見直しを余儀なくされるであろうことは各種論文等で既に指摘されている。

今後は、法律や財政など行政のあらゆる部門において、人口が減少し、都市が縮退するという

前提で事業を進める必要があると思われる。対策の検討、意思決定の過程、部門間の調整におい

ては、背景となる人口減少の状況を情報共有することが重要になると考えられることから、統計

データやＧＩＳを用いた資料作成スキルの重要性が高まると考えられる。

5.3小地域単位の分析の必要Ｉ性

（１）市区町村内の人口増減

地域全域では人口が減少していなくても、小地域別に人口増減を確認すると、人口が増加して

いる地域、減少している地域が混在していることが多い。

例えば、３節で取り上げた分析地域の２００５年の人口は642,750人、２０１０年の人口は647,523

人であるので、この期間の人口増加数は4,773人、人口増加率は０７％で微増である。しかし、

小地域別に人口増減を確認すると鉄道路線に近い市街化区域内で人口が増加している傾向がやや

見られるものの、市街化区域内でも人口が減少している町丁字があり、また市街化区域外でも人

口が増加している町丁字もある。

同じ期間の分析地域における単独世帯の割合は25.5％から２８３％と高くなっており、世帯の単

独化が進んでいる。また「持ち家」の割合が高い町丁字において既に人口が減少している町丁字

も存在し、このような地域では空き家が既に発生している可能性もある。

このように市区町村全域では人口が減少していなくても、市区町村内の一部の地域では人口減

少に関わる課題が表出していることもあると考えられるので、小地域別の人口や世帯等の統計地

図を用いて課題が現れる可能性が高い地域をモーターすることにより、今後必要な対策の「ひな

形」を検討できる。

5データに基づく地域診断を行ったデトロイト市の空き家対一策事例についても紹介されている（GIS、

統計データ等を用いて政策介入の効果が最も迅速に期待できる地域を絞り込み空き家対策を実施す

る)。
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（２）小地域の人口増減指標の算出について

国勢調査の町丁字別データを用いて人口増減率を計算する時は、まず始めに２時点の町丁字が

同じ地域を示しているか確認する必要がある。例えば、住宅地の開発などにより町丁字の境界が

変更された場合は、地域の範囲が等しくないため２時点間の人口増減の状況を正確に確認できな

い。ＧＩＳを用いて２時点間の地図データと統計データを等しくする下準備が必要になる。町丁字

などの小地域は区域数が多いためこの作業に手間がかかる。境域が異なる２時点間のデータを直

接比較できる機能を持つＧＩＳがあれば大変有用である。

異なる境域を比較する方法としては、面積按分など町丁字の境域をより詳細な区域に区分して

から比較できるようにする方法と複数の境域を統合して比較できるようにする方法の２つが考え

られる。詳細な区域に区分する方法としては面積按分が一般的によく利用される。

町丁字別集計を利用する場合は、町丁字内に学校などの施設等や高層の共同住宅等が立地して

いるため町丁字内の人口の空間的な分布が一様でないことに注意する必要がある。面積按分は地

域内の人口が一様に分布しているという想定で人口を按分する方法であるため、按分による誤差

が含まれる可能性がある。複数の境域を統合して時系列比較ができる機能を持つＧＩＳがあると、

市区町村内の人口増減の様子を容易に把握できる。

5.4大きな地域単位における施策と小さな地域単位における施策の調整

ここでは統計データ利用に関して、地域全体と各小地域との位置づけについて整理する。

５．３では、統計データを用いて小地域の人口。世帯の様相を確認することにより、具体的な施

策等の検討が可能になると述べたが、一方で「部分最適」を積み重ねても「全体最適」とはなら

ないことがあるので、様々な組織との調整や連携を行うことも重要になると考えられる。このよ

うな調整あるいは連携を行う時に提示する資料の作成においては、小地域のみならず全国、都道

府県別、市区町村別の集計データを利用して地域全体から見た当該小地域の位置づけを明らかに

すると、全体像を確認できるため分析結果が理解しやすい。

また、全国、都道府県別、市区町村別の集計データは、詳細な統計項目をクロス集計した統計

表が好評されているのでこれらも併せて確認すると、地域における統計項目の特徴を把握できる。

加えて、ある地域において人口減少に関する課題の対策の有効性が確認できた場合は、同質性

を持つ他の小地域にその対策を適用することを検討鬘できる。公的統計データは定義が明確で全国

について集計されているため、有効な対策について他地域や諸外国と共有できる可能I性があると

いう利点がある。

6.1情報（データ）リテラシーの推進

前節で述べたように、分野横断的に人口減少社会の課題に取り組むためには、統計データを表、

グラフ、統計地図に整理して客観的な'情報を共有する必要がある。人口減少社会において、統計

データを活用した資料を作成するために求められる力について以下に簡単に整理する。

本章で紹介したのは基礎的な分析の一例である。地方公共団体の職員を始めとして、その地域

に関わる方々がこのような基礎的な分析を行うことで、統計データ利用に関する基礎知識を得る
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ことができる。そしてこの基礎知識は、専門家による高度な分析結果の理解にも役に立つと考え

られる。

（１）データを客観的に読み取る力

小地域の統計データを利用して地域の情報を確認すると、普段業務などでよく知っている地域

の情報と統計データが関連づけられるので、高齢化率などの統計指標について理解が深まる。し

かしその一方で、既に個人が持つ地域のｲﾒｰｼﾞが強すぎることによって誤った解釈をしてしま

うこともあり得る。対策として資料作成後第三者に説明を行い、データの読み取り方に偏りや誤

りがないか確認することが望ましい。客観的な視点を失わずに統計データを整理し、判断材料と

なる資料を作成するための技術や知識を醸成する必要がある。

（２）正確に分かりやすく表現する力

統計データの調査項目は用語の定義が明確に定められているが、＿般的に使われない用語もあ

り、情報を共有する人に理解しやすい説明を心がける必要がある。また、統計地図やグラフにつ

いては普段見慣れていない人もいると考えられるので、統計地図やグラフのどこに注目してほし

いのか言葉や図による補足を行うことが大切である。この補足を行う過程で分析者自身のグラフ

等についての考えや理解が深まる｡

ＩＣＴ環境の普及。拡大やオープンデータの整備等により、様々な統計データや地図データを利

用したグラフや統計地図の分析は以前と比I陵して容易になった。しかし、データの種類が多様で

ソフトウェアの機能が充実してきたからこそ、分析に当たっては結果を伝える「対象者」と分析

の｢主題(テーマ)」を明確にすることが重要となる｡分析の対象者と主題を明確にしない場合は、

分析の意義が伝わり難くなる。

大量データの処理においては、何のために分析し、資料を作成するのか、「当該課題の目的」と

「データ処理から明確になったこと」についてよく観察し、目的に沿った分析を進める根気が必

要である。

なお、今後の統計データを利用した資料壜作成や分析の表現に関連して、統計やGISの専門家と

行政などの実務家の協議によって、重要な統計指標の小地域を分類する「境界値の基準」が標準

化され、安定した分析を可能にすることが必要である。

（３）統計データ利用の倫理

統計データを利用した資料には、データの出所を明記する必要がある。資料の読者が同じ分析

を行えば同じ計算結果を確認できることが望まれる。

また、グラフの作成や指標の算出時には様々な中間データが生成される。資料について何らか

の誤り発見したり、指摘を受けたりすることがあるので、データの再確認が必要になる場合もあ

る。加工過程のファイルを適切に管理することが重要である。このような加工過程のファイルは

Iま一種の実験ノートといえる。

さらに、ソフトウェアを用いて多種多様な統計データを処理する際、コピーなど手作業による

ミスがあると結果を誤る。政策策定に重要な計算については、処理結果が正しいか複数人で確認

できる環境を整えることも重要である。
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